
平成30年度　基本施策評価シート（部別）
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基本方針

基本施策名
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事件・事故を防ぐまち
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作成者

評価者

所属 職名 氏名

地域づくり課

市民生活部

課長
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山田　真一

宮澤　万茂留

１　基本施策に対する基本姿勢

現状
高齢者等を狙った特殊詐欺事件や悲惨な交通事故などが社会問題となっています。諸対策を講じ、安全・安心で、一人ひとりが心穏やかに暮
らせる快適なまちづくりを実現します。

基本方針
(目指すべき方向性)

防犯や交通安全に対して、一人ひとりが当事者意識を持ち、地域ぐるみの活動が展開される安全・安心なまちを目指します。

２　施策指標

指標 単位 （設定時）目標値 H28 H29 H30 達成率 進捗状況 所管課

市内の交通事故（人身事故）発生件数の増減率 ％ -1.1 -1.1 -2.3 順調 地域づくり課

市内の刑法犯認知件数 件(暦年) 469 378 350 順調 地域づくり課

施策指標の進捗状況と分析
市内の刑法犯認知件数、交通事故発生件数は、ともに減少傾向ではあります。
交通事故や特殊詐欺事件における65歳以上の高齢者の占める割合が高くなっています。
あらゆる機会を通じて啓発活動をしていく必要があります。

３　基本施策を構成する事務事業の評価 （単位：円）

No コード 事務事業名 所管課 重点化
事業費 事務事業の状況

H28 H29 H30 H31 R 2 合計 事業区分 新/継 終期 方向性 正規職員数

1 0102345
交通安全対策推進事
業

生活安全係 〇14,330,726 14,989,801 13,989,985 43,310,512 定型業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

1.71

2 0102350 防犯対策推進事業 生活安全係 3,981,689 3,912,741 2,756,002 10,650,432 定型業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.98

3 0102355 防犯灯管理運営費 生活安全係 32,968,400 27,212,182 23,854,368 84,034,950
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

1

合計 51,280,815 46,114,724 40,600,355 137,995,894

事務事業量とコスト
(費用対効果)の分析

交通安全対策法に基づき、市は交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図ることとされています。
市民の生命・財産を守るため、犯罪等の防止に努める必要があります。

重点化事務事業の考え方 自転車のまちづくり推進に係り、交通事故抑止対策及び啓発活動の充実が求められています。

縮減・廃止事務事業の考え方

総合評価
(次年度へ向けた課題の抽出含)

市民一人ひとりの意識向上と主体的な活動を通じた地域ぐるみの見守り、安全安心活動の推進が求められます。
関係機関、団体等と連携し、地域と一体となった総合的かつ効果的な交通安全・防犯運動の展開が求められます。
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１　基本施策に対する基本姿勢

現状
悪質商法や特殊詐欺事件が多発し、消費者問題も多様化・複雑化しています。
問題の解消に向けて、相談体制の整備、啓発活動等を行い、安全・安心で、一人ひとりが心穏やかに暮らせる快適なまちをつくります。

基本方針
(目指すべき方向性)

悪質商法や特殊詐欺などに関する情報提供と意識啓発を行い、被害を未然に防止し、消費生活の安全を守ります。

２　施策指標

指標 単位 （設定時）目標値 H28 H29 H30 達成率 進捗状況 所管課

消費者講座回数 回 13 15 12 順調 地域づくり課

消費者講座参加者数 人 437 500 456 順調 地域づくり課

施策指標の進捗状況と分析
消費生活センターへの相談件数が増加しています。
多様化・複雑化する市民の相談に、迅速かつ適正に対応できる体制（仕組み）を整える必要があります。

３　基本施策を構成する事務事業の評価 （単位：円）

No コード 事務事業名 所管課 重点化
事業費 事務事業の状況

H28 H29 H30 H31 R 2 合計 事業区分 新/継 終期 方向性 正規職員数

1 0102170 市民相談事業 市民相談室 850,920 888,470 885,360 2,624,750 定型業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.5

2 0107420 消費者行政対策事業 市民相談室 3,672,489 3,380,222 3,383,315 10,436,026 定型業務 継続 期限なし

事業効果を
高めるため
の方策を検
討

0.5

合計 4,523,409 4,268,692 4,268,675 13,060,776

事務事業量とコスト
(費用対効果)の分析

複雑化・多様化する消費者問題に対し、迅速かつ適切な対応をするために必要な事業です。

重点化事務事業の考え方

縮減・廃止事務事業の考え方

総合評価
(次年度へ向けた課題の抽出含)

特殊詐欺被害対策のための消費生活センターの機能強化による市民への啓発の充実及び被害対策施策のさらなる展開が必要です。
関係機関との一層の連携と、地域ぐるみでの活動が求められます。
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基本目標

基本方針

基本施策名

基本計画の推進に向けた経営方針

基本計画の推進に向けた経営方針

方針１　協働によるまちづくりの推進

作成者

評価者

所属 職名 氏名

地域づくり課

市民生活部

課長

部長

山田　真一

宮澤　万茂留

１　基本施策に対する基本姿勢

現状
少子高齢・人口減少、ライフスタイルや価値観の多様化など社会の大きな変化に直面し、地域課題も多様化・複雑化しています。
市民一人ひとりが主体的に市政やまちづくりに参画し、「みんなが主役ではじまる協働のまちづくり」が求められています。

基本方針
(目指すべき方向性)

協働によるまちづくりの推進と啓発に努め、地域コミュニティの再構築を進めるとともに、その活性化を図ります。

２　施策指標

指標 単位 （設定時）目標値 H28 H29 H30 達成率 進捗状況 所管課

市民活動サポートセンターにおける活動団体取材件数 件 14 100 8 停滞 地域づくり課

区への加入世帯数 世帯 28,973 29,300 29,009 順調 地域づくり課

施策指標の進捗状況と分析

安曇野市区長会と連携し、各区の地域力向上及び地域コミュニティの再構築に取り組みました。
「第2次協働のまちづくり推進基本方針及び協働のまちづくり推進行動計画」を策定しました。
市民一人ひとりが主体的かつ自主的に地域づくりに参画することが求められています。
協働推進の拠点として、市民活動サポートセンターの機能と事業の充実が求められています。

３　基本施策を構成する事務事業の評価 （単位：円）

No コード 事務事業名 所管課 重点化
事業費 事務事業の状況

H28 H29 H30 H31 R 2 合計 事業区分 新/継 終期 方向性 正規職員数

1 0102078 豊科地域管理事業 豊科地域係 2,426,284 181,010 34,352 2,641,646
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.06

2 0102080 豊科地域づくり事業 豊科地域係 6,135,826 6,029,744 3,332,426 4,358,000 4,259,000 24,114,996 政策的業務 継続 期限なし
事業の進め
方の改善が
必要

1.1

3 0102295
協働のまちづくり推
進事業

まちづくり推進係 〇8,879,937 8,580,525 10,495,545 11,027,000 10,932,000 49,915,007 政策的業務 継続 期限なし

事業効果を
高めるため
の方策を検
討

1.81

4 0102300 区等地域力向上事業 まちづくり推進係 〇89,495,133 79,887,268 87,334,492 110,210,000 109,696,000 476,622,893 政策的業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

1.98

5 0102305 会館管理運営事業 まちづくり推進係 962,476 901,290 1,432,520 3,296,286
施設の管理
運営

継続 平成30

事業の縮小
・廃止のス
ケジュール
を検討

0.03

合計 107,899,656 95,579,837 102,629,335 125,595,000 124,887,000 556,590,828

事務事業量とコスト
(費用対効果)の分析

「安曇野市協働のまちづくり推進基本方針及び協働のまちづくり推進行動計画」に基づく事業であり、同計画策定評価委員会におい
て、評価検証が行われています。

重点化事務事業の考え方
「みんなが主役ではじまる協働のまちづくり」推進にあたり、移転した市民活動サポートセンターの機能と事業の充実を図る必要が
あります。
各区の地域力向上を図り、市民一人ひとりが主体的かつ自発的に地域づくりに参画する社会の構築が求められます。

縮減・廃止事務事業の考え方 会館管理運営事業については、公共施設再配置計画に基づく関係者との調整を経て、平成30年度末をもって廃止としました。

総合評価
(次年度へ向けた課題の抽出含)

自治基本条例の周知、未加入者を含む区の意義の理解促進及び各区の部制度構築への支援が必要です。
市民活動サポートセンターの機能と事業の充実を図る必要があります。


